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1. 平成30年3月期第2四半期の連結業績（平成29年4月1日～平成29年9月30日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する四

半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年3月期第2四半期 15,076 0.7 387 48.0 399 34.3 249 28.3

29年3月期第2四半期 14,967 4.2 261 ― 297 ― 194 ―

（注）包括利益 30年3月期第2四半期　　204百万円 （―％） 29年3月期第2四半期　　△35百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

30年3月期第2四半期 140.38 ―

29年3月期第2四半期 109.33 ―

※当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し
て、「１株当たり四半期純利益」を算定しております。

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

30年3月期第2四半期 24,301 13,987 57.4

29年3月期 28,798 13,997 48.5

（参考）自己資本 30年3月期第2四半期 13,954百万円 29年3月期 13,953百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

29年3月期 ― 0.00 ― 12.00 12.00

30年3月期 ― 0.00

30年3月期（予想） ― 120.00 120.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

※当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株につき1株の割合で株式併合を行っております。平成30年3月期（予想）の1株当たり期末配当金については、当
該株式併合の影響を考慮した金額を記載し、年間配当金合計は「120円00銭」として記載しております。株式併合を考慮しない場合の平成30年３月期（予想）の１
株当たり期末配当金は12円00銭となり、１株当たり年間配当金は12円00銭となります。詳細については、「業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事
項」をご覧ください。

3. 平成30年 3月期の連結業績予想（平成29年 4月 1日～平成30年 3月31日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 35,300 △5.3 1,450 △19.4 1,500 △20.3 930 △23.3 523.88

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有

※当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。平成30年3月期の連結業績予想における1株当たり当期純利
益については、当該株式併合の影響を考慮しております。詳細については、「業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項」をご覧ください。



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

（注）詳細は、添付資料P.８「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項（四半期連結財務諸表の作成に特有の会
計処理の適用）」をご覧ください。

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 30年3月期2Q 1,794,000 株 29年3月期 1,794,000 株

② 期末自己株式数 30年3月期2Q 19,008 株 29年3月期 18,642 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 30年3月期2Q 1,775,201 株 29年3月期2Q 1,776,031 株

※当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮
定して、「期末発行済株式数」、「期末自己株式数」及び「期中平均株式数」を算定しております。

※四半期決算短信は四半期レビューの対象外です

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その
達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。　業績予想の前提となる条件
及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料P.２「１．当四半期決算に関する定性的情報　（３）連結業績予想などの将来予測情報に
関する説明」をご覧ください。

(株式併合後の配当及び連結業績予想について)

　当社は、平成29年６月29日開催の第138回定時株主総会において、株式併合について承認可決され、平成29年10月１日を効力発生日として、普通株式10株
につき1株の割合で株式併合を行っております。なお、株式併合考慮前に換算した平成30年3月期の配当予想及び連結業績予想は以下のとおりとなります。

　1．平成30年3月期の配当予想

　　　1株当たり配当金　第2四半期末　0円00銭　期末　12円00銭(注)

　2．平成30年3月期の連結業績予想

　　　1株当たり当期純利益　通期　52円39銭

　(注)株式併合考慮前に換算した配当額です。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）連結経営成績に関する説明 

当第２四半期連結累計期間のわが国経済は、雇用・所得環境の改善が続くなか、緩やかな回復基調で推移してお

りますが、景気の先行きは、米国の政策動向や英国のＥＵ離脱問題、東アジア情勢等海外における懸念材料も多

く、不透明感が続く状況となっております。 

当業界におきましては、公共投資が堅調に推移し、また、民間建設投資も企業収益の改善等を背景に企業の設備

投資が持ち直し、今後も底堅く推移していくことが見込まれますが、依然として労務単価や建設資機材価格の高止

まりなどにより不透明な経営環境が続いております。 

このような状況の中、当社は顧客への技術提案等の営業活動を積極的に推進した結果、売上高は150億76百万円

（対前年同期比0.7％増）と前年同期に比べ１億８百万円上回りました。 

利益面では、施工管理・施工方法の改善による資材コストの圧縮等の工事原価低減活動の成果により、営業利益

は３億87百万円（対前年同期比48.0％増）、経常利益は３億99百万円（対前年同期比34.3％増）、親会社株主に帰

属する四半期純利益は２億49百万円（対前年同期比28.3％増）となりいずれも前年同期を上回りました。 

セグメント別の業績は、次のとおりです。 

①電気設備工事事業 

電気設備工事事業では、積極的な営業活動を推進しましたが、大口案件減少の影響等により受注高は106億11

百万円（対前年同期比18.7％減）となり、完成工事高は109億45百万円（対前年同期比0.9％減）となりまし

た。 

②商品販売事業 

商品販売事業では、主力の冷熱住設品・機器品は好調な設備投資に支えられ、堅調に推移した結果、商品売上

高は41億30百万円（対前年同期比5.2％増）となりました。 

 

（２）連結財政状態に関する説明 

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、243億１百万円となり、前連結会計年度末に比べ、44億96百万

円減少いたしました。負債は、103億13百万円となり、前連結会計年度末に比べ、44億86百万円減少いたしまし

た。また、純資産は、139億87百万円となり、前連結会計年度末に比べ、９百万円減少いたしました。

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

平成30年３月期の業績予想につきましては、平成29年７月31日に公表いたしました通期の連結業績予想を修正し

ております。修正の詳細は、平成29年10月31日公表の「平成30年３月期第２四半期累計期間業績予想値と実績値の

差異及び通期業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。 

なお、当社グループの売上高は、主たる事業分野である電気設備工事事業においては、契約により第１四半期連

結会計期間、第２四半期連結会計期間、第３四半期連結会計期間に比べ、第４四半期連結会計期間に工事の完成引

渡しを行う割合が大きいことから、完成工事高が第４四半期連結会計期間に増加する傾向があるため、業績に季節

的変動があります。 
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成29年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金預金 1,411 1,579 

受取手形・完成工事未収入金等 17,340 10,693 

未成工事支出金 119 216 

商品 293 332 

短期貸付金 2,531 4,409 

繰延税金資産 305 313 

その他 446 471 

貸倒引当金 △5 △5 

流動資産合計 22,443 18,013 

固定資産    

有形固定資産    

建物・構築物（純額） 1,008 971 

土地 883 883 

その他（純額） 57 75 

有形固定資産合計 1,949 1,930 

無形固定資産 78 60 

投資その他の資産    

投資有価証券 1,304 1,310 

長期貸付金 700 700 

退職給付に係る資産 1,792 1,823 

繰延税金資産 88 90 

その他 490 420 

貸倒引当金 △48 △47 

投資その他の資産合計 4,327 4,296 

固定資産合計 6,354 6,287 

資産合計 28,798 24,301 

負債の部    

流動負債    

支払手形・工事未払金等 10,116 6,309 

短期借入金 750 710 

未払法人税等 490 194 

未成工事受入金 555 699 

賞与引当金 628 527 

完成工事補償引当金 3 3 

工事損失引当金 149 52 

その他 833 561 

流動負債合計 13,526 9,058 

固定負債    

退職給付に係る負債 886 920 

役員退職慰労引当金 182 119 

その他 204 216 

固定負債合計 1,274 1,255 

負債合計 14,800 10,313 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成29年９月30日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,520 1,520 

資本剰余金 1,070 1,070 

利益剰余金 11,173 11,209 

自己株式 △52 △53 

株主資本合計 13,712 13,747 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 98 104 

為替換算調整勘定 140 123 

退職給付に係る調整累計額 2 △20 

その他の包括利益累計額合計 241 207 

非支配株主持分 43 32 

純資産合計 13,997 13,987 

負債純資産合計 28,798 24,301 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年９月30日) 

売上高    

完成工事高 11,040 10,945 

商品売上高 3,926 4,130 

売上高合計 14,967 15,076 

売上原価    

完成工事原価 9,391 9,181 

商品売上原価 3,322 3,514 

売上原価合計 12,713 12,696 

売上総利益    

完成工事総利益 1,649 1,763 

商品売上総利益 604 616 

売上総利益合計 2,253 2,379 

販売費及び一般管理費 1,991 1,992 

営業利益 261 387 

営業外収益    

受取利息 7 7 

受取配当金 13 12 

受取家賃 52 48 

その他 20 9 

営業外収益合計 93 77 

営業外費用    

支払利息 8 7 

売上割引 17 19 

賃貸費用 25 27 

その他 5 11 

営業外費用合計 56 64 

経常利益 297 399 

税金等調整前四半期純利益 297 399 

法人税等 137 161 

四半期純利益 160 238 

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △33 △10 

親会社株主に帰属する四半期純利益 194 249 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年９月30日) 

四半期純利益 160 238 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △16 6 

為替換算調整勘定 △172 △17 

退職給付に係る調整額 △6 △22 

その他の包括利益合計 △195 △33 

四半期包括利益 △35 204 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △1 215 

非支配株主に係る四半期包括利益 △33 △10 
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 297 399 

減価償却費 56 51 

工事損失引当金の増減額（△は減少） △98 △97 

賞与引当金の増減額（△は減少） 31 △100 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 36 19 

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △14 △49 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △2 △63 

受取利息及び受取配当金 △20 △19 

支払利息 8 7 

売上債権の増減額（△は増加） 2,014 6,647 

未成工事支出金の増減額（△は増加） △87 △97 

たな卸資産の増減額（△は増加） △38 △39 

仕入債務の増減額（△は減少） △2,290 △3,805 

未成工事受入金の増減額（△は減少） △116 144 

未収消費税等の増減額（△は増加） － △42 

未払消費税等の増減額（△は減少） △189 △280 

その他の流動資産の増減額（△は増加） 82 24 

その他の流動負債の増減額（△は減少） △107 △27 

その他 6 12 

小計 △431 2,684 

利息及び配当金の受取額 20 19 

利息の支払額 △6 △5 

法人税等の支払額 △438 △431 

営業活動によるキャッシュ・フロー △856 2,266 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の純増減額（△は増加） △85 △130 

有形固定資産の取得による支出 △8 △8 

無形固定資産の取得による支出 △32 △1 

長期貸付金の回収による収入 200 － 

短期貸付金の純増減額（△は増加） 747 △1,878 

その他の支出 △30 △27 

その他の収入 40 92 

投資活動によるキャッシュ・フロー 830 △1,954 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 50 △40 

自己株式の純増減額（△は増加） △0 △1 

配当金の支払額 △142 △213 

その他 △6 △6 

財務活動によるキャッシュ・フロー △100 △260 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △31 △6 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △156 45 

現金及び現金同等物の期首残高 1,206 794 

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,049 840 
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、

これによると著しく合理性を欠く結果となる場合には「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」第19項の規

定により、「中間財務諸表等における税効果会計に関する実務指針」第12項(法定実効税率を使用する方法)に準じ

て計算しております。 

 

３．補足情報

受注及び販売の状況

連結受注高実績

種類別受注実績内訳

  平成29年３月期 平成30年３月期 
増減 

  第２四半期連結累計期間 第２四半期連結累計期間 

  金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率 

  (百万円) (％) (百万円) (％) (百万円) (％) 

屋 内 線 工 事 10,916 64.3 8,442 57.3 △2,474 △22.7 

そ の 他 工 事 2,128 12.5 2,169 14.7 40 1.9 

工 事 部 門 計 13,045 76.9 10,611 72.0 △2,434 △18.7 

商 品 販 売 3,926 23.1 4,130 28.0 204 5.2 

合    計 16,972 100.0 14,741 100.0 △2,230 △13.1 
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